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【手続補正書】
【提出日】平成22年9月10日(2010.9.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光軸に直交する方向に移動することで、光学系を通じて結像した被写体像のぶれを補正
する補正手段と、
　振れを検出して振れ情報を出力する振れ検出手段と、
　前記振れ情報から前記補正手段を移動させる目標位置を算出する目標位置算出手段と、
　前記補正手段の現在位置を検出する位置検出手段と、
　前記現在位置と前記目標位置との偏差を算出する偏差算出手段と、
　前記偏差が変化した場合に、前記振れ情報およびその期間に基づいて、前記撮像装置に
加えられた作用が重力であるか重力以外の外力であるかを判定し、該判定に基づいて前記
撮像装置の姿勢を決定する姿勢決定手段とを有することを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　前記姿勢決定手段は、前記偏差が変化した場合に、
　前記振れ情報が規定値以下であるとき、もしくは、前記振れ情報が規定値より大であっ
てもその期間が規定時間以下であるときは、前記撮像装置に加えられた作用は重力である
と判定し、
　前記振れ情報が規定値より大であってその期間が規定時間よりも長く続いたときは、前
記撮像装置に加えられた作用は重力以外の外力である判定することを特徴とする請求項１
に記載の撮像装置。
【請求項３】
　前記撮像装置に加えられた作用が重力であったときは前記姿勢が変更されたと判定し、
前記撮像装置に加えられた作用が重力ではないと判定されたときは、前記姿勢が変更され
ていないと判定する特徴とする請求項１または２項に記載の撮像装置。
【請求項４】
　前記撮像装置は撮像した画像を表示する表示部を有し、
　前記姿勢決定手段によって決定された姿勢に基づいて、前記表示部に表示される画像の
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向きを切り換える画像向き切換手段を有することを特徴とする請求項１ないし３の何れか
１項に記載の撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　上記目的を達成するために、本発明は、光軸に直交する方向に移動することで、光学系
を通じて結像した被写体像のぶれを補正する補正手段と、振れを検出して振れ情報を出力
する振れ検出手段と、前記振れ情報から前記補正手段を移動させる目標位置を算出する目
標位置算出手段と、前記補正手段の現在位置を検出する位置検出手段と、前記現在位置と
前記目標位置との偏差を算出する偏差算出手段と、前記偏差が変化した場合に、前記振れ
情報およびその期間に基づいて、前記撮像装置に加えられた作用が重力であるか重力以外
の外力であるかを判定し、該判定に基づいて前記撮像装置の姿勢を決定する姿勢決定手段
とを有する撮像装置とするものである。
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